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I　は じ め に

　本論文の目的は，J. S.ミル（John Stuart Mill, 
1806―73）の株式会社論を社会的生産力視点，
生産関係視点という二つの視点に立脚し，ミル
の理想的市民社会論＝理想的「停止状態」論と
の関連で考察することにある1）．
　ミルは，『経済学原理』（以下，『原理』と略記）
第 4編第 6章において，理想的「停止状態」を
理想的市民社会と規定した．ミルの理想的市民
社会の特徴を整理すれば，①産業上の改良に
よって労働者の労働時間は短く人間的成長が可
能な社会，②万人に公平な分配制度＝社会制
度を保証しうる社会，③万人の「賢明な利己心」
の発揮によって富裕が社会全般にゆき渡り，そ
れに伴って労働者は生活水準の向上と人間的成
長を通じて人生の目標にむかって努力しうる社
会，かつまた優れた労働者（労働エリート）が
登場し活躍しうる社会2），④加えて万人が豊か
な共感能力を培って「人生の美点美質」（graces 

of life）である自らの感動の心を発見し，公共
心と人間愛を養って，自己実現＝人間的完成を
目指しうる社会，といえる（CW III 755 / 訳④
107―08）3）．
　しかし 19世紀中葉のイギリス社会は，貧富
の格差の拡大，労資対立の激化など社会的混乱
が大きくなり，理想的「停止状態」とはほど遠
い状態にあった．ミルは，イギリスがそうした
ディズマルな「停止状態」から理想的「停止状

態」へ移行するためには，まずは現実の不完全
な私有財産制度を改良し，理想的私有財産制度
を構築することが急務である，と主張した．
　杉原（1967; 2003）をはじめとする先行研究
に対して，前原正美（1998）は，現実の「停止
状態」を理想的「停止状態」と区別し，それぞ
れを「ザインとしての停止状態」，「ゾルレンと
しての停止状態」と規定して二分法を用いてそ
の意味内容を明らかにし，さらにミルが「ゾル
レンとしての停止状態」の実現可能性を労働費
用・利潤相反論（以下，相反論と略記）によっ
て経済理論的に論証していることを解明した．
　本論文の主要論点は，ミルが，理想的市民社
会＝理想的「停止状態」の実現のためには，株
式会社制度の社会的普及・発展とそれに伴う経
営組織改革が不可欠となる，と主張しているこ
とを明らかにすることにある．いいかえれば本
論文では，ミルが第 2編「分配」論に先立って，
すでに第 1編「生産」論において理想的市民社
会＝理想的「停止状態」を念頭において，株式
会社論と経営組織論＝経営改革論を展開してい
ることを明らかにする．この点が，前原（1998）
とは異なる本論文の独自の論点である．
　ミルによれば，理想的私有財産制度とは，「労
働と制欲にもとづく所有」原理が社会全体に貫
徹した社会であり，株式会社をはじめとする資
本主義的企業組織とアソシエーションとが併存
して，自由競争を展開する社会であった．アソ
シエーション形成の制度的基盤として，ミルは
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株式会社制度の社会的普及・発展を重視した．
したがって理想的私有財産制度の確立のために
は，何よりも株式会社制度の社会的普及・発展
が不可欠となった．それゆえ理想的「停止状態」
＝理想的市民社会の形成のためには，株式会社
が極めて重要な役割を果たすことになる．
　ミル株式会社論は，社会的生産力視点に立脚
した株式会社の社会的機能論，生産関係視点に
立脚した経営組織改革論という二重構造の内容
をもつ4）．
　第一に，ミルは，社会的生産力視点から株式
会社論の考察を展開する．『原理』第 1編「生
産」論において，株式会社制度の社会的普及・
発展を通じての資本蓄積の順調な進展によっ
て，一国の利潤率は上昇し，富裕が全般化した
経済的に豊かな社会が実現する，とミルは主張
した．株式会社制度が社会的に普及・発展して
ゆけば，資本蓄積の余地が生じて一国の利潤率
が著しく高まり，ディズマルな「停止状態」の
到来が阻止され，同時にまた労働者同志のアソ
シエーションの社会的普及・発展が実現されて
ゆくため，ディズマルな「停止状態」から理想
的「停止状態」への移行が実現可能となる．
　第二に，ミルは，生産関係視点に立脚した株
式会社論を展開する．ミルによれば，「出来高
払い」制や利潤分配制の導入（CW II 139-40 / 

訳① 267）といった分配改善政策によって，「労
働と制欲にもとづく所有」原理が社会に貫徹さ
れるならば，労働者は自らの労働に比例した報
酬を得ることができるようになる（CW III 782 / 

訳④ 161-62）．そうなれば労働者の勤労意欲，
向上心といった「賢明な利己心」は大いに喚起
され，労働者は，「パンと水」の生活によって
資本を形成して資本の所有者になることが可能
となる．また株式会社制度の有限責任制と，「会
社設立の自由」（CW III 903 / 訳⑤ 219）が法的
に認められれば，労働者は資本を「結合」して，
資本の所有者として株式会社を形成するか，あ
るいはアソシエーションを形成することが可能

となるだろう．こうして労働者は，労働疎外の
存在する従属的な雇用関係から「自立」するこ
とが可能となる．
　ミルは，資本主義的雇用制度には労働疎外が
内在することを明確に自覚していた．労働疎外
が存在するかぎり，労働者階級は「賢明な利己
心」を発揮できず，生活水準の向上を通じて人
間的成長を遂げてゆくことはできない．そのか
ぎり「労働能率」の主体的要因の改善がなされ
ない．このことは労働費用・利潤相反論に依拠
すれば，資本家階級の支出する貨幣賃金増大は
「労働費用」増大をもたらし労資階級の利害対
立を激化させてゆくことになる．したがって逆
に，資本家階級は，自分自身の利益の増大を考
えるのであれば自らの手で経営組織改革を行
い，労働疎外を改善してゆかなければならない．
　ミルの株式会社論では，社会的生産力視点か
ら株式会社を積極的に評価するとともに，生産
関係の改善を通じての社会的生産力の向上→
労働者階級の生活水準の向上→労働者階級の
人間的成長という論点を指摘する．具体的には，
社会の進歩は人間各人の人間的成長との相互作
用のもとに実現すること，そのために人間各人
が利己心から公共心＝人間愛へと人間的成長を
遂げてゆく必要があること，人間的成長のため
には個性＝自己能力の伸長と共感能力の向上が
不可欠であること，「自己成長」の場としての
株式会社制度の社会的普及・発展とそれに伴う
経営組織改革の実施が重要であることが主張さ
れる．
　こうした形でミルは，『国富論』でアダム・
スミス（Adam Smith, 1723―90）が果たそうとし
た資本蓄積の増大と富裕の全般化という目的を
株式会社制度の社会的普及・発展とそれに伴う
経営組織改革の実施を通じて達成できる，と考
えたのである5）．
　本論文は，人間的成長論に立脚したミル理想
的市民社会論の研究の一部であるが，先行研究
との関連でいえば，杉原氏の一連のミル研究成
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果を批判的かつ発展的に継承するものである．
杉原（1967; 1973; 2003）をはじめとする従来
の研究では，『原理』第 4編「停止状態」論を
軸としてミルの理想的市民社会論が考察されて
きた．たとえば杉原（2003, 261）では，「停止
状態」では富の増加は停止するが人びとの精神
的成長が期待できるという点に注目し，ミル「停
止状態」論を他の経済学者とは違う「新しい停
止状態論」と見ている．しかし杉原の一連の研
究では，第 1編における利潤率低下論→「停止
状態」論の重要性，第 1編のディズマルな「停
止状態」と第 4編の理想的「停止状態」との関
連性，理想的「停止状態」への移行プロセスに
ついて，具体的な考察が試みられていない．ま
た従来の研究では，ミルの理想的市民社会＝理
想的「停止状態」の実現可能性を相反論に基礎
づけて経済理論的に論証する研究も少なかった
ようにおもわれる．
　さらに杉原（1973）では，「生産関係概念」
がミル『原理』には存在せず「生産論と分配論」
に関連性が見られない，と主張されている6）．
しかしミルの考えでは，社会の大多数を占める
労働者階級は，雇用―賃労働という「生産関係」
の改善＝資本主義的「雇用関係の廃棄」，労働
疎外の改善とその解決なしには，勤労精神，向
上心といった「賢明な利己心」（Mill 1861, 253 /  

訳 516）を発揮することはできず，したがって
また労働者階級の人間的成長はありえず，人間
の知的・道徳的水準の向上に伴う「公共精神」
（CW III 769 / 訳④ 133）に満ちた社会は実現さ
れえない．
　ミルは，第一に，株式会社制度の社会的普及・
発展が「生産上の改良」を実現し，「労働能率」
の客体的要因の改善を促進して社会的生産力を
高めること，第二に，株式会社内の経営組織改
革を通じて不完全な分配制度と労働疎外を改善
すれば，労働者階級の人間的成長によって「労
働能率」の主体的要因の改善を促進しうること
を明らかにした．要するに，ミルは，株式会社

の社会的普及・発展とその経営組織改革によっ
て，労資協調関係の成立のもとで労働者階級の
人間的成長と従属的な雇用関係からの「自立」
を達成できる，と考えたのである．

II　ミル理想的市民社会論と株式会社論

1.　理想的市民社会論＝理想的「停止状態」論
　『原理』第 4編においてミルは，最先進国イ
ギリスは「利潤率は速やかにその最低限まで低
下」し「停止状態」へ到達する，と指摘した（CW 

III 741 / 訳④ 78）．しかしミルは，資本が高度
に蓄積されたイギリスが「停止状態」に到達す
るのが自然必然的な社会現象である以上，理想
的な市民社会は「停止状態」のなかでこそ実現
されてゆかなければならない，と主張した．
　『原理』第 4編第 6章「停止状態」論におい
てミルは，理想的「停止状態」論を展開し，「か
れらが強いられて停止状態に入るはるか前に，
自ら好んで停止状態に入る」べきである，と主
張する．「強いられて」入る「停止状態」とは，
現実に生起しつつあるディズマルな「停止状態」
であることはいうまでもない．「自ら好んで」
入る「停止状態」とは，ディズマルな「停止状
態」とは別の理想的「停止状態」である．
　ミルは，「資本および人口の停止状態」（a 

stationary condition of capital and population） は
必ずしも「人間的進歩の停止状態」（stationary 

state of human improvement）を意味するもので
はなく，「停止状態においても，あらゆる種類
の精神的文化や道徳的社会的進歩（moral and 

social progress）のための余地がある」こと，「ま
た『人間的技術』を改善する余地も従来と変わ
ることがない」ことを指摘した．したがって人
間各人は，「停止状態」においてこそ，真に人
生の目標にむかって利己心を発揮して人間的成
長を果たし，さらにはまた公共心と人間愛を
養って人生の目的としての自己実現＝人間的完
成を目指し自己向上を遂げてゆくことができる
のである（CW III 756 / 訳④ 109）．こうしてミ
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ルは，理想的「停止状態」のなかに理想的市民
社会を見いだした．

〔停止状態における理想的市民社会とは―引
用者〕労働者層の給与が高く，かつ生活の豊
かなこと，ひとりの人の生涯のあいだに獲得
蓄積されたもの以外には，莫大な財産という
ものがないこと，しかし一方，ひとり荒々し
い労苦を免れているばかりでなく，また機械
的な煩雑な事柄からも―しかも身心ともに
十分な余裕をもって―免れて，そのために
人生の美点美質（graces of life）を自由に探
求し，またより不利な事情のもとにある諸階
級に対し，その成長のために，その美点美質
の手本を見せることができるような人びとの
群れが，現在よりもはるかに大きくなってい
ることをその条件とする．このような，今日
の社会状態よりもはるかにすぐれた社会状態
は，ただ〔理想的な―引用者〕停止状態と完
全に両立しうるというばかりでなく，また他
のいかなる状態とよりも，まさにこの〔理想
的な―引用者〕停止状態ともっとも自然的に
相伴うのである．（CW III 755 / 訳④ 107―08）

　ミルの考えでは，人間の本来あるべき姿とは，
人生の目標にむかって利己心を発揮し，知的・
道徳的水準の向上を通じて人間的成長を果た
し，さらにはまた共感能力の向上を通じて自ら
の心の奥底に深く眠る感動の心を発見し，それ
によって人生の目的を発見し，さらにまた人生
の目標から人生の目的への幸福概念の価値転換
を果たし，人生の目的としての人間的完成を目
指してゆく姿のなかにこそあるのである．人間
的完成こそは，ミルの思想体系の根幹を成す重
要な概念である．
　ミルは『自由論』（1859），『功利主義論』（1861）
において，「人間の〔人生の―引用者〕目的」は，
「自分自身のあらゆる能力を，完全で矛盾のな
い全体へと，最高度に，そして最も調和的に発

展させてゆくことにある」（Mill, 1859, 261 / 訳
280）とし，また「その完成と美化のために正
当に用いられる人間のさまざまな制作品のなか
で，最も重要なものは，疑いもなく人間自身で
ある」（Mill, 1859, 263 / 訳 282）と述べ，人生の
目的は人間的完成にある，ということを一貫し
て主張した 7）．こうしたミルの人間的成長論は，
『原理』，『自由論』，『功利主義論』，『代議政治論』，
『自伝』などのミルの著作の根底に一貫して展
開されており，ミルの思想体系において極めて
重要な視点である8）．

2.　 現行の不完全な私有財産制度論と 

ディズマルな「停止状態」論

　ミルは『原理』第 2編で私有財産制度と社会
主義制度との体制比較を行い，そして理想的私
有財産制度論を展開した．
　ミルは，株式会社制度の社会的普及・発展と
それに伴う経営組織改革が実施されるならば，
利己心の体系が構築されてゆくと考えた．いい
かえれば，ミルは，「生産上の改良」政策とし
ての株式会社制度の社会的普及・発展と，「分
配の改善」政策としての株式会社内の経営組織
改革が実現されて，資本家と労働者などの人間
的成長が実現可能となる理想的私有財産制度が
構築されてゆくならば，資本家の投資意欲と労
働者の勤労意欲が大きく喚起されて利己心の体
系が構築されてゆくと考えたのである．さらに
ミルは，株式会社制度の社会的普及・発展は，
労働者階級の人間的成長と自律精神を向上させ
てアソシエーションの社会的普及・発展の制度
的基盤となるという見解を示していた．ミルの
理想的私有財産制度には，社会主義的要素が取
り入れられているといえる．ミルは，理想的私
有財産制度論の提出によって，サン・シモン
（Saint-Simon, 1760―1825）をはじめとする初期
社会主義者たちに対する明確な解答を示したの
であった．
　それゆえ，ミルは，アソシエーションの社会
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的普及・発展を念頭に置きつつも，『原理』に
おける考察の主眼を，株式会社制度を中軸とし
た利己心の体系＝人間的成長の体系の構築に置
いている，ということができる．
　ミルは，現行の不完全な私有財産制度をこの
まま放置し，国家が何の方策も講じなければ，
社会はディズマルな「停止状態」に到達すると
いう『原理』第 1編で主張した内容を受け継い
で，『原理』第 2編第 1章において，「理想的な
形における私有財産制度」（CW II 207 / 訳②
29）の確立の重要性を明言した．それによって
ミルは，不完全な分配制度を改良し，「努力と
報酬」とが正比例する，より完全な分配制度を
構築し，労働者階級の利己心を喚起して生活水
準を高め，「国民大衆を教育し啓発」し人間的
成長を促進することが急務な課題である，と主
張した．
　そこでミルは，人間各人が人間的成長を通じ
て人間的完成を可能とする社会システムの構築
の必然性を，経済理論的には労働費用・利潤相
反論にもとづいて論証してゆく．ミル相反論は，
自らの時代の要請としての労資協調関係の実現
可能性，理想的市民社会＝理想的「停止状態」
への移行可能性を論証する経済理論装置であ
る9）．ミル相反論は，経済学史的には D.リカー
ドウ（David Ricardo, 1772―1823）の賃金・利潤
相反論に「労働能率」という変数を組み込み定
式化し，客体的・主体的という二重の意味の「労
働能率」の重要性を主張するものである．
　『原理』第 1編「生産」論においてミルは，
利潤率低下につれてイギリスは，貧富の格差の
拡大，労働者の貧困，労資対立，労働者の道徳
的退廃といった政治的・経済的矛盾を抱えたま
まで「停止状態」へ到達する，と指摘し，現実
に生起しつつある「停止状態」を，ディズマル
な「停止状態」であると悲観的に捉え，大いに
嫌悪した．ミルは，『原理』第 1編「生産」論
において，すでに以下のような論点を打ちだし，
最先進国イギリスは，国家が分配改善政策を早

急に施行しなければ，ディズマルな「停止状態」
へ到達せざるをえない，と結論づけ，悲観的な
見通しを示した10）．すなわち，①イギリスは，
土地収穫逓減法則の作用→利潤率低下につれ
て，土地の生産力＝土地の「労働能率」が低下
するため，客体的要因としての「労働能率」は
低下する．②労働者が人間的成長を遂げてゆ
かないかぎり，主体的要因としての「労働能率」
の向上はありえず，③また労働者の人口は増
加していくため，劣等地耕作の進展→食糧価
格の高騰につれて，貨幣賃金増大→実質賃金
低下（食糧価格の騰貴した分だけ貨幣賃金を増
大させても，労働人口が増加してゆけば，結局
のところ労働者の実質賃金は低下してゆく）と
いう結果となる．④このことは，資本家にとっ
ては，土地収穫逓減法則→利潤率低下につれ
て，貨幣賃金増大→「労働費用」増大→資本
家の利潤低下，という結果をもたらす．こうし
てイギリスは，一国の利潤率の低下につれて不
自然かつ不完全な社会状態としてのディズマル
な「停止状態」に到達してしまう，ということ
になる．それゆえ『原理』第 1編「生産」論に
おけるディズマルな「停止状態」論は，第 4編
「動態」論において展開される理想的な「停止
状態」論とは異なる内容となっているのである．
　しかし『原理』第 1編におけるディズマルな
「停止状態」と第 4編における理想的な「停止
状態」の間にはつぎのような密接な関係がある．
ミルは，『原理』第 4編で理想的「停止状態」
の構築の最も重要な内容を，労働者階級の生活
水準の向上という点に見定めているが，具体的
には，それは株式会社制度の社会的普及・発展
によって実現可能となるのであった．このこと
をミルは，『原理』第 1編「生産」論の株式会
社論のなかで最初に提示したのであった．それ
ゆえ，『原理』第 1編のディズマルな「停止状態」
論のミルの主張―株式会社制度の社会的導入
による労働者階級の生活の豊かさの実現という
主張―は，『原理』第 4編の理想的「停止状態」
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論の展開につながる内容を有するのである．

3.　理想的私有財産制度論と株式会社論
　ミルの考えでは，ディズマルな「停止状態」
が理想的「停止状態」へ移行するには，現行の
不完全な私有財産制度を改良し，理想的私有財
産制度の構築が急務である．そこでミルは，『原
理』第 2編において，理想的私有財産制度とは，
「労働および制欲にもとづく所有原理」＝「私有
財産制度の本質的原理」という「公平の原則」
を基礎とする制度であることを明らかにした．
「〔理想的―引用者〕私有財産制度とは各個人に
対してかれら自身の労働および制欲が生む果実
を保証するものである．したがってある個人が，
何の功績もなく，また努力もしないのに他人の
労働および制欲の果実を受けた場合も，その人
たちにこれを保証してやることは，この制度の
本質に属することではない」（CW II 207 / 訳②
30）．ミルによれば，理想的私有財産制度とは，
「労働と制欲にもとづく所有」原理が社会全体
に貫徹した社会でなければならない．
　本論文では，理想的私有財産制度を，利己心
の体系＝人間的成長の体系と規定する .ミルの
場合，社会的法＝社会的正義を犯す「偏狭な利
己心」（Mill, 1861, 263 / 訳 523）と「賢明な利己
心」（Mill, 1861, 253 / 訳 516）とは区別された．
他人のことは考えない「偏狭な利己主義」（CW 

III 793 / 訳④ 176）は「自己中心主義」であり，
勤労意欲や向上心を喚起する「賢明な利己心」
とは区別される．本論文で利己心という場合は
「賢明な利己心」を意味する．
　ミルが人間的成長の体系の構築を不可欠と考
えていた点について，Duncan（1973, 250―51）は，
無知は人間を「自己中心主義」に陥らせ，敵意
に満ちた態度を増長させるから，社会が安定的
に進歩するためには企業やアソシエーションに
おける教育によって無知，怠惰，階級対立といっ
た悪を取り除くことが最重要である，と指摘し
た．

　「労働と制欲にもとづく所有」原理に従えば，
ミルにおける理想的私有財産制度は，株式会社
をはじめとする資本主義的企業組織とアソシ
エーションとが併存して，自由競争を展開する
社会である．前者は資本家階級に「労働と制欲
にもとづく所有」原理を保証し，後者には労働
者と資本家のアソシエーションと労働者同志の
アソシエーションがあるが，労働者同志のアソ
シエーションは，共同出資・共同所有・共同経
営で「互いが他の人たちとともに，また他の人
たちのために働きうる」（CW III 768 / 訳④ 133）
社会形態であり，従属的な雇用関係，労働疎外
は存在せず，労働者に「労働と制欲にもとづく
所有」原理を保証する．したがって両者が併存
して自由競争を展開すれば，「労働と制欲にも
とづく所有」原理は社会全体に貫徹されること
になる．
　株式会社が社会的に普及・発展し，資本蓄積
が順調に進展すれば，一国の利潤率が高まり，
ディズマルな「停止状態」の到来は遠くへ押し
やられる．あわせて株式会社において資本家階
級自身の手によって経営組織改革が促進されて
ゆけば，労働者階級の人間的成長が実現可能と
なり，「労働と制欲」によって資本を形成した
労働エリートとそれに続く労働者階級が，個人
企業やアソシエーションへと自立してゆき，な
かでも労働者同志のアソシエーションが社会的
に普及・発展してゆくだろう．こうしてミルは，
株式会社の社会的普及・発展と経営組織改革を
通じて，労働者同志のアソシエーションの社会
的普及・発展の制度的基盤が構築される，と考
えた．
　以上のプロセスをシェーマ化すれば，①現
行の不完全な私有財産制度（ディズマルな「停
止状態」に到達する直前の社会）→②理想的
私有財産制度〈利己心の体系〉＝株式会社とア
ソシエーションの混合体制→③労働者と資本
家のアソシエーションと労働者同志のアソシ
エーションの社会的普及・発展→労働者同志
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のアソシエーションが支配的な社会〈理想的
「停止状態」〉，というプロセスを経て理想的「停
止状態」＝理想的市民社会は形成されてゆく，
とミルは予想した．こうしたプロセスを経て社
会制度は，労働者と資本家のアソシエーション
と労働者同志のアソシエーションという 2つの
アソシエーションが支配的な社会へと移行し，
「おそらく最後にはすべての場合において」労
働者同志のアソシエーションという形態にな
る，とミルは予測する11）．
　したがって，ミルの考えでは，株式会社制度
の社会的普及・発展はアソシエーション形成の
ための制度的基盤となる，という社会的機能を
果たすことになるのである．

III　 社会的生産力視点に立脚した 

ミル株式会社論

1.　ミル資本蓄積論と株式会社論
　『原理』第 1編「生産」論においてミルは，
利潤率低下論→「停止状態」論の展開によって，
自然必然的に到達するディズマルな「停止状態」
についての悲観的な見解を示唆し，それによっ
てかえって株式会社制度の社会的導入の必然性
を主張した．
　それゆえミルは，『原理』第 1編「生産」論
において，現行の社会が理想的市民社会＝理想
的「停止状態」へ移行してゆくためには，株式
会社が制度的基盤となる，ということを『原理』
第 2編「分配」論に先立って主張しているので
ある．
　資本と人口の増加するイギリスでは，自然法
則，すなわち土地収穫逓減法則（the law of di-

minishing return from land, CW II 177, 184 / 訳 ①
334, 346, 359）と人口法則の作用が速まり，土
地の生産力＝土地の「労働能率」が低下し，一
国の利潤率の著しい低下→ディズマルな「停
止状態」への到達に直面していた．

一国がすでにこの状態に達している場合には

〔一国の利潤率が著しく低下している場合に
は―引用者〕，生産技術の上にある種の改良
が行われるか，あるいは蓄積欲の強さが強ま
るかしかないかぎり，もはやそれ以上に資本
は増加することがない，という停止状態に達
しているのである．（CW II 169 / 訳① 321）

〔資本蓄積の増進の結果，土地収穫逓減法則
が作用し，劣等地耕作が進展すると―引用者〕
生産物の増加のためには，割合に大きな労働
費用が必要とされるようになるのであり，…
劣等地や市場に遠い土地は，もちろん土地収
穫が少ないのであって，増加した食糧需要に
対し，こうした土地生産性の低い土地をもっ
て応ずるには，必ず資本家の労働費用が増加
するのであり，したがって食糧価格は高くな
らざるをえないのである．（CW II 174 / ①
330―31）

　明らかにミルは，第 1編「生産」論では，土
地収穫逓減法則の作用につれて最先進国イギリ
スは利潤率が著しく低下し，「停止状態」へと
到達する，という利潤率低下論→「停止状態」
論を展開している．
　イギリスにおいては，一国の順調な資本蓄積
の進展を阻害している大きな要因のひとつは，
現行の不完全な分配制度である．具体的にはそ
れは，ひとつには貴族的大土地所有制度であり，
いまひとつには資本主義的雇用制度である．
　貴族的大土地所有制度は，第一に，一国の利
潤率低下を導く．そして第二に，地主対労資の
対立を生み出してゆく．「この停止状態におい
ては，資本は総体としては増大しないが，しか
し人民のうちのある人びと〔地主階級―引用者〕
はますます豊かとなり，ある人びと〔労働者階
級―引用者〕はますます貧しくなる」（CW II 

169 / 訳① 321）としてミルの批判は，地主階級
にむけられた．地主階級は，政治権力を握って
権力を濫用し，公益よりも私利を優先させ「公
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共道徳」を無視し，「国民大衆を教育し啓発す
ること」は自分たち地主階級の利益に反する，
と考えていた（Mill 1873, 103 / 訳 152―53）．
　資本と人口の増加しつつあるイギリスでは，
貴族的大土地所有制度の存在のために，劣等地
耕作が余儀なくされて，土地の生産力＝土地の
「労働能率」が低下するため，食糧価格騰貴→
地代上昇によって地主階級のみは富裕になって
ゆくが，労働者階級の実質賃金と資本家階級の
利潤率はともに低下傾向を辿ってゆく．
　したがってイギリスがディズマルな「停止状
態」に陥らないためには，ひとつには貴族的大
土地所有制度の解体による土地の生産的使用と
「利潤率低下傾向」に対する反対要因の施行が
必要である．そしていまひとつには「労働と制
欲にもとづく所有原理」＝「私有財産制度の本質
的原理」を価値規準として現行の不完全な分配
制度の改善が不可欠となる．
　『原理』第 1編「生産」論でミルは，第 4編
に先立ち，「利潤率低下傾向」に対する 4つの
反対要因のうち「生産上の改良」の重要性を指
摘した12）．「生産上の改良」は資本家の利潤増
大と，生活必需品価格の低下をもたらすので，
利潤増大→貯蓄による資本蓄積の促進→社会
の総生産物・流動資本・労働需要増大を導くと
して，第 1編においては，農業，工業，鉱業，
商業部門における「生産上の改良」の必要性を
主張した（CW II 97―98 / 訳① 193―95）．
　「生産上の改良」とは，「自然に対する人間の
支配力の増大」（CW III 706 / 訳④ 11）という意
味である．この意味の「生産上の改良」は，主
として機械の発明・改良や土地耕作の改良など
に代表される生産技術の改善を通じて労働生産
力を向上させる「労働能率」の客体的要因の改
善という意味に解釈できる．「生産上の改良」
のもうひとつの意味は，労働者の知的・道徳的
水準の向上＝人間的成長による「労働能率」の
主体的要因の改善という意味である．
　4つの反対要因（阻止要因）のうち本論文で

は，株式会社論との関連で「生産上の改良」に
着目し，その重要な政策として株式会社制度の
社会的普及・発展の重要性を主張した．
　ミルの株式会社論について鈴木（1983）は，
ミルには資本蓄積論がない，と指摘している．
しかし明らかにミルは，『原理』において，株
式会社の社会的普及・発展に伴う資本蓄積論，
貴族的大土地所有制度の解体に伴う資本蓄積
論，株式会社における経営組織改革を通じての
労働疎外の改善に伴う資本蓄積論を展開してい
る．
　たとえば『原理』第 1編第 9章「大規模生産
と小規模生産」においてミルは，株式会社の長
所を，①個人企業などでは遂行できない大規
模事業を運営できること，②大資本を有する
ために，社会的変化に即座に対応し，かつ長期
的・永続的な事業を運営できること，③「業態
の公開性」をもつ大企業であるがゆえに社会的
信用が高いこと，④協業の原理の採用や機械
の導入によって労働生産性が高いこと，にある
と指摘した13）．このような長所をもつ株式会社
は，一国の社会的生産力の向上に寄与して資本
蓄積を著しく促進するのであり，また大規模生
産体制であるがゆえに他の資本主義的企業と比
較すれば，競争力が極めて高い．
　たとえばある株式会社が優等地を入手できた
ならば，従来と同じ生産条件（労働者の質，生
産技術・設備，土地面積が一定）のもとでも，
土地の生産力＝土地の「労働能率」が高まるた
め，資本蓄積の促進を通じて生産物の総量は増
大するであろう．

大規模なる生産は，多数の少額の出資を集め
ることにより一個の大資本をつくるという方
法によって，すなわち株式会社（joint stock 

companies）をつくることによって，大いに
促進される．（CW II 135 / 訳① 260）

　ミルによれば，大規模生産体制は株式会社と
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いう企業形態において促進される．株式会社は，
大資本を有するため，最新の機械技術を導入し
化学薬品や肥料などを開発し，土地改良を促進
することが可能である．また株式会社は大規模
な機械を使用して土地開発を行ったり，大規模
な土地を購入して優等地の開発や農業用地の開
発を推進したり，土地改良に必要な種々の機械
の使用によって土地の有効利用やより優等地で
の土地使用を実現可能とし，土地収穫逓減法則
の作用を緩和し，資本蓄積の余地を創りだすこ
とができる．
　さらに株式会社は，大規模生産における分業・
協業によって「労働能率」が高く，高度な性能・
機能を有する大型機械を導入するなど，さまざ
まな分野で科学的・技術的発展を促進し，「生
産上の改良」が実現可能となる．
　株式会社は，農業の「生産上の改良」のみな
らず，商工業，鉱業，「交通機関の改良」など
の「生産上の改良」を推進しうる．たとえば「鉄
道や運河は，それによって市場に運ばれるすべ
ての物の生産費を実質上，減少させる」し，都
市と地方を結び，食糧を都市に運ぶことを容易
にする．同様に「海上運送関係の改良」は「輸
入される食糧または原料」の輸送を容易にし，
「生産費を減少させる」（CW II 180―83 / 訳①

339―43）．

〔生産上の―引用者〕改良というものは，資
本に対する収穫を増加させるものであるが，
この収穫の増加のために，資本家には利潤の
増大，顧客には価格の低下という利益が必然
的に生じ，このいずれの場合にもその資金が
増し，蓄積をなしうるようになり，また一方，
利潤の増大は蓄積への誘因の増大ともなるの
である．（CW II 97 / 訳① 195）

およそあらゆる改良のうち，農地保有制度お
よび土地所有に関する法律の改善ほど労働の
生産性のうえに直接に影響するものはない．

（CW II 183 / 訳① 344）14）

　以上の如く，株式会社の社会的普及・発展
→資本蓄積の余地の創出→土地に対する「生
産上の改良」→土地の生産的使用の高度化→
土地の生産力の向上＝土地の「労働能率」の向
上→「労働能率」の客体的要因の改善→労働
者階級の知的・道徳的水準一定のままでの労働
者一人あたりの「労働能率」の向上→より少
ない労働者数でのより多くの食糧生産→貨幣
賃金低下（しかし食糧価格低下→実質賃金増
大）→「労働費用」低下→資本家の利潤増大
を実現可能とする．
　ミルは，株式会社における「生産上の改良」
＝「労働能率」の客体的要因の改善が，一国の
利潤率の増大によってディズマルな「停止状態」
の到達を遠くへ押しやると同時に，労資両階級
の協調関係の成立を実現可能とする，と主張し
た．それが社会的生産力視点に立脚した株式会
社の果たす社会的機能である．こうしてミルは，
『原理』第 1編において社会的生産力視点に立
脚した株式会社の社会的機能論を展開している
のである15）．

2.　株式会社の社会的機能論
　イギリスでは産業革命によって，綿業，製鉄
業などでパートナーシップの形態で事業を始め
る企業家が多く出現した．優れた発明家，活発
な販売活動を行なう者の企業の多くは，パート
ナーシップによって資金調達をしており，産業
革命期には何千人も雇用するパートナーシップ
の大企業もあった．しかしパートナーシップは，
共同出資・共同経営の企業家組織で株式会社と
同じような組織で活発な事業活動を行なってい
たが，非公認会社（unincorporated company）で，
法人格がなく法的には公認されていなかった．
このことは，裁判で訴訟を起こす場合にパート
ナー全員が原告として出廷しなければならない
というような法制上の不都合があった（安部
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2002, 52―55）．
　『原理』初版（1848年版）当時イギリスでは，
有限責任制による株式会社の設立は，事実上，
認められていなかった．そのため大規模な資本
を有する株式会社の設立は政府から許可を得た
一部の特許会社に限られていた．つまり特定の
大規模な特許会社による独占状態が，「会社設
立の自由」を阻害していた．小口の資本金を集
めて会社を起こす場合は，個人企業かあるいは
パートナーシップとなるが，いずれも出資者は
有限責任ではなく無限責任であったため，会社
を設立した者は全財産をもって責任を負わなけ
ればならなかった．それゆえ特に大資本を必要
とする会社設立は極めて困難な状況にあった．
さらに利子制限法によって高い利子によって資
本を集めることが禁じられていたため，発明家
などは自分の発明を事業にする制度がなかった
（CW III 906 / 訳⑤223）．個人企業については「も
しもかれが才能ある人間ならば」，他人からの
命令・干渉なしに「費用のかかる改良をはじめ
て実施する」（CW III 792 / 訳④ 174―75）ことが
できるので，個性＝自己能力・才能をいかんな
く発揮することが可能となる，として存在意義
が評価される．しかし個人企業は家族経営の場
合が多く，狭い家族主義にとどまって公共心を
十分に涵養することができない．ミルの考えで
は，人間は仕事を通じて利己心から公共心へと
人間的成長を遂げてゆく存在である．この点，
個人企業には課題が残る．
　ミルは，有限責任の株式会社が認められてい
ない現状に対し，「このような法律の状態のた
めに，いかに数多くの様式の，またいかに有用
な様式の共同事業が実現不可能となっているか
は，明言することができない」（CW III 903 / 訳
⑤ 218）と訴えている16）．このことは当然，大
規模生産体制としての株式会社の社会的普及・
発展を著しく阻害し，それによって一国の資本
蓄積増進と利潤率増大とを阻害した．ミルに
とってそれは，スミス『国富論』の目指した独

占のない自由競争とはかけ離れた社会だった．
　スミス株式会社論においては，株式会社は「排
他的な特権なくしては永続し得ない」（CW II 

136 / 訳① 266）とされており，産業革命を推進
したのは個人企業であるとして，株式会社制度
を積極的に評価する立場ではなかった17）．しか
しミルは，株式会社制度を理想的市民社会を実
現するための重要な制度として高く評価してい
るのである．
　しかしスミスの時代と事情が異なり，ミルの
時代になると「独占権なしに永続的に成功した
株式会社」の「実例がいくつも現れてきた」（CW 

II 136 / 訳① 266）．こうした事実から本論文で
は，ミルが積極的かつ肯定的に株式会社論を位
置づけていたことに注目する．ミル株式会社論
では，「労働能率」の客体的要因の改善による
資本蓄積の増大，株式会社における労働者の自
己教育を通じて「労働能率」の主体的要因の改
善→社会的生産力の向上，アソシエーション
への移行の制度的基盤の形成という点などに積
極的側面が主張される．
　大規模生産体制としての株式会社は，他の企
業形態に比べて著しく大きな資本を結合できる
ため，小規模生産体制の企業に比べてさまざま
な方法で「労働能率」の客体的要因の改善を促
進することが可能である．
　前述のように株式会社制度の社会的普及・発
展を通じて「生産上の改良」が施行されてゆく
と，「資本蓄積の新たな余地」が生じるため，
一国の利潤率は著しく高まり，ディズマルな「停
止状態」の到来は遠くへ押しやられる．その間
に資本の社会的解放がすすみ，株式会社の数が
さらに増えれば，生産的労働者の数が増加し，
農村から都市への食糧が必要となるため，鉄道
など運輸産業が発展してゆく．そうして都市に
人口が増大してゆくにつれて，銀行，保険会社
や流通業などの株式会社が増えてゆく．こうし
て株式会社が社会的に普及・発展してゆけば，
雇用労働者数が増大し，生産的労働者数が社会
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全体として増大するので，一国の資本蓄積は順
調に進展し，労働者の生活水準は高まる．その
結果，労働者と資本家は高賃金・高利潤を実現
し，所得の分配関係＝生産物の分配関係の改善
を成し遂げ，両者の利害は一致する．
　株式会社の社会的普及・発展は労働者の雇用
の機会を創出し，それによって労働者階級の生
活水準を押しあげることができる．また株式会
社における機械の利用は，労働者の「労苦」を
軽減し，労働時間の短縮＝自由時間の増大を実
現し，それだけ労働疎外の改善を実現してゆく．
それによって労働者階級の知的・道徳的水準が
一定の状態のままであれ「労働能率」の客体的
要因の改善が促進されるため，労働者の生活水
準向上に伴い人間的成長の可能性が高まる．
　ミルは，貧困問題の解決のためには労働人口
の増加率の低下が必要であり，そのために労働
者階級自身の人間的成長による自発的な人口抑
制が不可欠である，と主張した．自発的人口抑
制のためには，労働者の知的・道徳的水準の向
上に伴う人間的成長＝「労働能率」の主体的要
因の改善が必要である．「教育の改善」は，「労
働能率」の主体的要因を改善してゆくうえで極
めて重要な「生産上の改良」である．「労働者
の知能は，労働の生産性の非常に重要な要素」
であり，「現在手だけしかもっていない人びと
に頭脳を与える方法をとる」ことによって，「生
産力の無限の向上」を期待することが可能とな
るからである（CW II 183―84 / 訳① 345）．
　こうしてミル相反論に依拠すれば，客体的・
主体的という二重の意味での「労働能率」の向
上→「生産力」の向上→一国の利潤率の向上
→労働者の実質賃金増大と資本家の利潤増大
→労資協調関係の成立，が実現することにな
る18）．
　以上のように，ミルによれば，株式会社制度
の社会的普及・発展は，労働者階級の生活水準
の向上と人間的成長を実現する，という社会的
機能を果たすことができる．それは，ディズマ

ルな「停止状態」の到来を阻止する一方で，理
想的な「停止状態」を実現するための制度的基
盤を形成してゆくという社会的機能である．こ
の意味で，ミルの株式会社論は社会的機能論で
あるということができる．

IV　 生産関係視点に立脚した 

ミル株式会社論

1.　ミル労働疎外論
　『原理』第 2編でミルは，労働者階級の現状
の悲惨さについて以下のように描写した．社会
の大多数を占める労働者階級は，「露命をつな
ぐためだけの生活必需品を得るために，朝早く
から遅くまで苦しい仕事に服し，この苦しい仕
事によるあらゆる知的・道徳的欠陥をそなえ，
精神にも感情にも余裕というものがなく」，生
活水準が極めて低く「粗末な教育しか受けえな
いために無教育で」，それゆえ当然「自己中心
的であり，公民および社会の成員としての関心
も感情もなく」，「苦しい仕事の奴隷となってい
る」（CW III 367 / 訳② 331―32）．労働者階級は，
自分の将来について考える気力も体力も残され
ておらず，明日への希望もなく自分自身の利害
関心さえ有することができない状態に陥ってい
た．また労働者階級は，他者に対する共感能力
が低いために，人生の明確な目標を発見しえず，
自己の「境遇改善」のための努力への契機が失
われて「道徳的退廃」に陥っていた．
　このように労働者階級は，労働疎外の内在す
る現行の不完全な分配制度のなかにあって，人
間的成長の機会を奪われていた．すなわち労働
者階級は資本＝生産手段の非所有者であるため
に，資本＝生産手段の所有者たる資本家の命令
に従い，単純作業による長時間・低賃金労働に
従事し，自己の「境遇改善」に対する契機を喪
失し，利己心を発揮することができなかった．
　したがって当然，労働者は「公共のために」
何かをなそうとする「公共精神」を育成するこ
とができない．また労働者は，資本＝生産手段
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の非使用者であるため，資本＝生産手段の使用
者である資本家の命令に従って労働に従事せざ
るをえず，政治的経済的自由を保証されえない．
事実，現実の資本家は労働者を酷使し，極めて
低い賃金で長時間働かせ，労働を疎外していた
（CW II 412 / 訳② 409―10）．そのため労働者階
級は，賃金と見返りに資本家階級のために働く
気などさらさらなく，よい賃金をもらった代わ
りによい仕事をして返そうという正しい誇りな
ども当然なく，したがってそのことが，労資対
立関係を生みだしていた．
　『原理』第 2編では自作農制，分益農制など
さまざまな分配制度の所有関係を考察し，イギ
リスの資本主義的雇用制度が特殊歴史的な所有
制度＝分配制度であることを主張したうえで，
農業の「生産性」の観点からは，貴族的大土地
所有が解体され，生産の 3要素のさまざまな所
有形態の混合体制への移行が最も望ましいとい
う結論を示す．またすでに見たように，ミルに
おいては理想的私有制度とは，株式会社をはじ
めとする資本主義的企業とアソシエーションと
が併存して自由競争を展開する制度である，と
考えられた．
　資本主義的雇用制度には労働疎外が存在する
ことにミルは大きな問題を見いだし，生産関係
の改善なしには，労働者階級の利己心は十分に
発揮されえないため，結局のところ社会的生産
力の向上はありえず，労資協調関係の成立は実
現しえない．
　労働者は，資本＝生産手段の非所有者である
がゆえに，当然，「利潤」部分を取得できない．
にもかかわらず労働者は，資本家の「利潤」獲
得のために労働（力）を提供しなければならな
い．それだけでなく労働者は「労働と制欲にも
とづく所有」を保証されえない．そのかぎり労
働者は，資本家によって労働を疎外されている
のである．労働者は，資本＝生産手段の所有者
とならないかぎり，いいかえれば生産の 3要素
すべての所有者とならないかぎり，労働疎外の

問題は解決しえない，とミルは主張した．

もしある資本家が，生産物は自分がもらうと
いう条件をもって，労働者を扶養することを
引き受けるならば，かれの手には，かれの前
払いを回収したのちになお生産物の若干のも
のが残ることとなる．この公理を，その形を
変えていえば，つぎのようになる．資本家が
利潤を収めうる理由は，食糧，衣料，材料，
道具が，それらのものを生産するのに必要と
される時間よりも長く保つということ，した
がってもしも資本家が，労働者が生産したも
のはすべて自分が取得するという条件をもっ
て，それらの労働者に対してこれらのものを
供給したならば，この一団の労働者は，かれ
ら自身の生活必需品や道具を再生産したうえ
に，なおその時間の一部が残って，資本家の
ために働きうることとなる，ということにな
る．したがって私たちは知る，利潤が発生す
るのは，交換における付随的事項からではな
く，労働の生産力からであり，一国の一般的
利潤は，いつの場合も，その労働の生産力が，
交換が行われると否とにかかわらず，つくり
だすものである，ということを．（CW II 

412 / 訳② 409―10）

　これは，つぎのようにも説明できるであろう．
　（1）　「利潤」の発生原因は，労働者階級の「労
働の生産力」に求められる．いいかえれば「利
潤」が発生するのは，労働者階級が「資本家の
ために」労働（力）の一部を使用しているから
であり，つまりは自分自身の労働（力）を疎外
されているからに他ならない19）．
　（2）　「利潤」の源泉は，総労働時間から労働
者階級が「自分自身の生活必需品や道具を再生
産」するのに必要とされる時間を差し引いた余
剰労働時間にある．したがって労働者階級は，
自分自身の生活の維持・再生産に必要な生産物
の生産のため以外に，資本家の生命の維持・再
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生産に必要な生産物の生産のために，つまりは
「資本家のために」労働を強制されるのである．
資本＝生産手段の所有者である資本家階級のみ
が生産された生産物に対する処分権を有するの
である．その意味で労働者は，労働を疎外され
ているのである20）．
　（3）　そしてまた労働者に対する「労賃」の
前払いを前提としているため，生産された生産
物は，資本家の手に帰属することになるのであ
り，労働者には帰属しないことになるのである．
　かくてミルにおける資本の「所有権」の内容
は，①使用権，②処分権，③収益権，という
3つの内容に整理して理解することができ
る21）．
　ここで重要なことは，ミルにおいては，マル
クス的な意味での剰余価値論が展開されている
わけではない点である．しかしミルにおいては
資本＝生産手段の所有関係に対応して資本家階
級による労働者階級に対する労働の疎外の現状
が明確に自覚・認識されているのである．
　それゆえミルは，「もしも思慮による人口の
制限が〔資本主義的―引用者〕雇用労働制度の
もとでは行われ得ないものであるとすれば」資
本主義的雇用制度は，労働者階級にとって「有
害な制度である」（CW II 372 / 訳② 342）と主
張した．その一方でミルは，資本主義的雇用労
働制度は，明らかに社会的に正当な雇用労働制
度である，とも主張した．その理由は，資本主
義的雇用制度は「私有財産の本質的原理」であ
る「労働と制欲にもとづく所有原理」を少なく
とも資本家には保証する制度であるからに他な
らない．しかし，その制度では労働者には，そ
の原理が保証されていないのである．

労働者たちは資本を所有していないかぎり，
かれらはこれらのものを所有している人に対
して代償を，すなわち以前の労働に対する代
償と，この労働の生産物を楽しみに費やさず
に，上の用途のために制欲した者に対する代

償とを支払わなければならない．（CW II 

215 / 訳② 47）

　要するにミルは，資本家階級の取得する利潤
の源泉を労働者の剰余労働に求めたが，これは
労働者にとっては労働疎外が存在することを意
味する．にもかかわらず利潤の取得は資本家階
級の正当な権利である，とミルは主張した．
　ミルによれば，現実の労働者は，生活水準が
低く知的・道徳的水準も低いために，労働意欲
が低く，それゆえ利己心は発揮されえず，「労
働能率」が低下することになる．ましてや労働
者には，自らの「制欲」によって資本を形成す
る気力も体力もない．そのため資本家は，主体
的「労働能率」が著しく低い労働者を雇用する
ことになるから，資本家の「労働費用」は増大
し，利潤率は低下する22）．こうして労働者の生
活水準と資本家の利潤率とは同時に低下する．
それは労資双方にとって不利益である．
　ミルは，労働疎外のゆえに労働者たちが勤労
意欲を弱め，「知的・道徳的」水準の向上を阻
害され，人間的成長と「自制力」を低下させ，「道
徳的退廃」の状態に陥っていたことを認識して
いた．そしてミルは，労働者たちが「自己中心
的」な人間となっている大きな原因が，労働疎
外を伴う現存の生産＝労働体制にあるとして，
早急に労働者階級の「知的・道徳的」水準の向
上＝人間的成長を可能にする生産＝労働体制を
確立しなければならない，と考えた．このこと
は逆に，資本家階級は，自分自身の利益の増大
を考えるのであれば自らの手で経営組織改革を
行い，労働疎外を改善してゆかなければならな
い，ということを意味していた．
　『原理』第 4編において，ミルは，資本主義
的雇用制度は，雇主対労働者という対立関係に
もとづく「雇用関係」であり，そのような「雇
用関係を廃棄」（CW III 766 / 訳④ 129）するこ
とが労働者の「自立」のために必要不可欠であ
る，と主張した．すでに『原理』第 2編利潤論
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にも見られるように，ミルは資本主義的雇用制
度には労働疎外が内在することを明確に自覚し
ていた．労働疎外が存在するかぎり，労働者階
級は利己心を発揮できず，生活水準の向上を通
じて人間的成長を遂げてゆくことはできない．
そのかぎり「労働能率」の主体的要因の改善が
なされない．このことは資本家階級の支出する
貨幣賃金増大→「労働費用」増大をもたらし，
労資階級の利害対立を激化させてゆくことにな
る．労働者の利己心を自由に発揮させるには，
株式会社制度の社会的普及・発展とその経営組
織改革を通じて，不完全な分配制度を改善し「労
働能率」の客体的要因の改善を促進すること，
さらには「雇用関係を廃棄」し，「従属関係を
含まない関係において互いに他の人とともに，
他の人のために働きうるようにすること」（CW 

III 768 / 訳④ 133）が必要である．こうして労
働疎外の改善による労働者階級の人間的成長に
よって「労働能率」の主体的要因の改善を促進
しうる，とミルは考えた．以上のようにミルは，
相反論に依拠して「労働能率」の客体的要因の
改善および「労働能率」の主体的要因の改善と
いう二重の意味で「労働能率」の改善の重要性
を指摘した．株式会社の社会的普及・発展とそ
の経営組織改革を図り，労資協調関係の成立の
もとで労働者階級の人間的成長と自立を実現す
れば，労働者同志のアソシエーション形成の制
度的基盤が用意される，とミルは考えたのであ
る．
　ミルの株式会社論について鈴木（1983, 126）
は，「ミルには，〈大規模生産―株式会社〉とい
う議論の道筋のほかに，〈雇用関係の廃棄―ア
ソシエーション〉という議論の流れがあって，
アソシエーションの形成という議論がまた株式
会社論をすくいあげる」と指摘した．
　学説史的には，K.マルクス（Karl Marx, 1818―
83）は，ミルが生産関係視点に立脚して労働疎
外問題の重要性を主張する点を高く評価し，そ
のゆえにミルを俗流経済学者とは明確に区別し

た．マルクスがミルの経済学説の影響を多大に
受け継いでいることは，マルクスの株式会社論
やアソシエーション論から理解できるだろ
う23）．植村（2001, 114）はマルクスが「資本主
義的生産の最高の発展の結果［＝株式会社］こ
そは，…アソシアシオンを形成した生産者であ
る彼らの所有としての，直接的な社会所有に再
転化するための，必然的な通過点である」と主
張した．
　マルクスの主張には，ミルの株式会社論→
アソシエーション論にもとづいた社会発展の影
響が多分に見られる24）．その意味でマルクスは，
ミルの経済学説を批判的・積極的に受け継いで
いるといえる．したがってミルの労働疎外論は，
経済学説史上，極めて重要な意味をもつ，とい
わねばならない．
　労働疎外の解決のためには，第一に，株式会
社の社会的普及・発展による労働者の生活水準
の向上が，そして第二に，資本家自身の手によ
る株式会社制度内における経営組織改革を通じ
た分配制度＝経営組織の改善が不可欠である．
その意味でミル株式会社論は，二重構造の内容
となっている．労働疎外が改善されれば，労働
者は資本を形成して資本の所有者となって自立
してゆく可能性が生まれる．
　そのプロセスは以下のとおりである．

2.　ミル経営組織改革論
　すでに『原理』第 1編「生産」論においてミ
ルは，経営組織改革論を展開した25）．資本家は
大規模な企業を指揮する立場にあり，それゆえ
に高い「知的・道徳的資質」（CW II 138 / 訳①
265）が必要である．したがって資本主義的企
業の発展のためには，資本家の利己心が十分に
発揮されてゆかなければならず，そのためには
労働疎外の改善を通じて，労働者との調和的関
係の成立を実現してゆかなければならない．
　理想的私有財産制度，すなわち利己心の体系
＝人間的成長の体系を実現するためには，株式
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会社こそがその制度的基盤となるが，しかし株
式会社には労働疎外が存在すること，個人企業
に比べて株式会社の経営者は経営に対する「熱
意」が低いことなどの短所が存在する．
　そこでミルは，資本家が自らの利益の増大を
図ろうとするならば，労働者の境遇改善と労働
条件の改善を率先して果たしてゆかなければな
らない，と主張した．いいかえれば資本家は，
企業経営においては「忠実性と熱意」（CW II, 
137 / 訳① 263）のある支配人を任命するなど意
識変革と積極的な経営組織改革を断行してゆか
なければならない26）．
　したがってミルにおける経営組織改革の具体
的内容は以下のように整理できる．

　（1）　経営管理改革：株式会社の「取締役た
ちの委員会，取締役会（the committee, or board 

of directors）」は，無機能資本家に雇われた経
営者であることが多く，それゆえ資本を有し自
らが経営に携わる機能資本家に比べて，「事業
に対する関心の強さ」，経営に対する「熱意」
が低い．こうした経営者は，「自分の利害に緊
切な他の職業をいくつもかけもちしている」
（CW II 137 / 訳① 263）という雇われた経営者
であり，かれらの経営能力には「ほとんど期待
することができない」（CW II 138 / 訳① 264）．
経営者が経営に不熱心であれば，「少額の利益
や少額の節約について無頓着」（CW II 137 / 訳
① 263）となって組織の生産性は低下する．し
たがって資本家は，「少額の利益や少額の節約」
についても経営管理し資本の使用の有効化を図
ることができる優れた人物を支配人に登用すべ
きである27）．

　（2）　労働エリートの支配人への登用と企業
家精神の育成：ミルによれば，労働現場には経
営者以上に経営に精通した労働者がいる．かれ
らは「多大の勤勉と非凡の手腕」を有し，「利
益を危なくしてまでも日常の軌道を逸した企て

をなす」（CW II 139 / 訳① 267）という企業家
精神をもちあわせている28）．こうした知的にも
道徳的にも実務的にも優れた労働者を，本論文
では，前原（1998）の規定をふまえて，労働エ
リートと規定する．資本家は，無能な経営者に
かわって労働エリートを「支配人（general 

manager）」に登用し現場の経営を委ねるべきで
ある（CW II 139 / 訳① 266―67）．

〔株式会社で―引用者〕もっとも重要なもの
のひとつは，指揮者の知的能動的資質に関す
るものである．…企業が大きく，十分な報酬
を与えて普通人の平均よりもすぐれた多数の
志願者をひきつけるに足る場合には，結果に
対する利害関係の薄弱を補って余りあるほど
の学識と知能を持っている人〔＝労働エリー
ト―引用者〕を選抜して，これを全般の経営
や，その配下の熟練を要するすべての地位に
任用することができる．（CW II 139 / 訳①
266―67）

　（3）　「人間的紐帯」の形成：労働エリートは，
現場の経営に精通しているばかりか，自身も労
働者の経験があるので労働者の心理も十分に理
解している．それゆえに労働エリートが支配人
となって実際の経営にあたれば，労働者階級の
労働エリートへの共感によって，強い一体感・
連帯感でむすびついた「人間的紐帯」（human 

bond）が形成され，「労働能率」の主体的要因
の改善が促進される．また分業・協業体制のも
とで協業（cooperation）体制が組織全体の生産
性を高めれば，「労働能率」の客体的要因の改
善がなされ，組織全体の利益増大を実現するこ
とが可能となる（CW II 139 / 訳① 267）．

〔労働エリートは―引用者〕普通人以上に聡
明であるから，その知力の一部を使っている
だけでも，普通の人間の知力では到底見つけ
えないような有利な方法の可能性を，よく見
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つけることができるのである．なおまたかれ
らは知識に優れており，習慣的に正確な認識
と判断をくだすことができるので，大きなあ
やまちを犯すことがない．（CW II 139 / 訳①
267）

　（4）　生産性の高い企業文化の形成：労働エ
リートが支配人となれば，当然，労働エリート
自身の地位向上と境遇改善が図られるが，労働
者階級も労働エリートとともに「共同行動」を
とって，資本家に対して，労働条件の改善，労
働者の境遇改善をせまることも可能となる29）．
　また労働エリートは，資本家とのコミュニ
ケーションを通じて意思疎通を図り，自らの意
見や労働者の意見を代表して資本家に伝え，組
織的に受け入れてもらうことが可能である．資
本家とのコミュニケーション，労働者たちとの
コミュニケーションという双方との意思疎通に
よって信頼を得た労働エリートは，事実上，組
織全体の指導的立場を得ることができる．それ
ばかりか現場の意見を経営に生かすことが可能
となり，経営が改善される．それによってまた
労働者階級は自らの手で労働疎外の改善を促進
できるのである．また労働エリートは，自分の
存在自体によって，一般労働者階級にも将来に
対する地位向上の希望を与えることになる．し
たがって資本家による優れた人材の登用は，労
働者階級の勤労意欲を高め利己心を大いに喚起
して労働者自身の主体的な知的・道徳的水準の
向上にむけての自己啓発を促すため，従来の組
織体質は改善され，労資両階級の「利害の結合」
（CW III 769 / ④ 133）にむけての新たな組織体
質が形づくられてゆくことになる．こうした企
業文化はおのずと労働者全体に伝わるため，会
社全体の生産性を高めることが可能となる．

　（5）　適材適所の人材配置：労働者を適材適
所に人材配置することは，労働者の自己能力を
引き出し，労働者の利己心を喚起し，知的・道

徳的水準の向上＝人間的成長を促進するので，
「労働能率」の主体的要因の改善が促進される．
その結果，より少量の労働で同量の生産物をあ
げるか，同量の労働でより多くの生産物を上げ
ることが可能となり，企業自体の全体の利益が
増大する（CW II 136, 139―40 / 訳① 256, 267）．

永続的に廉売してうち勝つ力は，一般的にい
えば労働能率の増進のみから生ずるものであ
る．そして労働能率の増進が分業の拡張に
よって得られた場合，あるいは従業員を適切
に配置して技能の節約を図ったことによって
得られた場合においては，いつもこの効率〔労
働能率―引用者〕増進の結果として，ただ以
前よりも少量の労働をもって同量の生産物を
あげることになるばかりでなく，また同じ労
働をもっていっそう多くの生産物をあげるこ
ととなる．すなわちそれは単に剰余生産物を
増加させるのみならず，また勤労の総生産物
をも増加させるものである．（CW II 136 / 訳
① 256）

　（6）　労働者の自己教育の場の提供：株式会
社における「実際教育」（practical education; 

CW III 943 / 訳⑤ 298）は，さまざまな職種に応
じた技能の修得を労働者に可能とする30）．たと
えば労働者は仕事を通じての自己鍛錬によっ
て，雇主とほとんど同じ程度に市場の計算がで
きる．また知的・道徳的水準の向上による共感
能力の向上＝人間的成長が可能となる．このた
め労働者は，勤労意欲を高め「境遇改善」にむ
けて主体的に「労働能率」を高めることが可能
となる．

　（7）　賃金制度の改革：賃金制度に関してい
えば，「個人的利害」と報酬とが結びつくよう
な賃金制度への改革によって，「使用人の利益
と企業の金銭的業績」とが結びつけば，労働者
は利己心を発揮し，「労働能率」が向上する（CW 
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II 139―40 / 訳① 267）．「固定給」ではなく「出
来高払い」制（「歩合給」）の導入による分配制
度の改善は労働者の勤労意欲を高め利己心を喚
起する．資本家が労働の成果を賃金の増大に結
びつければ，労働者の個人的利害が賃金に結び
つき，労働者の勤労意欲は高まって利己心が喚
起される．このことは「労働能率」の主体的要
因の改善→生産性の向上に結びつく．

使用人の利益と企業の金銭的業績とを多かれ
少なかれ緊密に結びつける方法はいくつでも
ある．…通例不熟練労働の場合においても，
賃仕事，すなわち出来高仕事のごときものが
あり，これの能率が高いことはよくしられて
いるところである．（CW II 139 / 訳① 267）

株式会社の支配人たちおよび大多数の個人企
業の支配人たちの場合においては，その報酬
の一部を利潤の何パーセントという形で与
え，もってかれらの金銭的利害と雇主の利害
とを結びつけるということは，きわめて普通
のやり口である．（CW II 139 / 訳① 267）

　（8）　資本家と労働者の「利害の結合」：株式
会社経営における重要性は，資本家が企業経営
について「忠実性と熱意」を持つことである．
要するにこのことは，資本家は自分ひとりの力
だけでは利益の増大を図ることはできないので
あり，むしろ自らの利益増大を考えるのであれ
ば，労働者階級の利己心の向上と人間的成長に
尽力してゆかなければならない，ということを
意味しているのである．自分の意識が変われば
こそ，他人の意識を変えられるのである．
　資本家と労働者の「利害の結合」のためには，
何よりもまず資本家自身が自らの利害を認識
し，労働者の利益増大を実現してゆかなければ
ならない．それゆえミルは，資本家階級の人間
的成長の重要性を主張し，資本家階級が労働者
階級のために尽くすことによって自己利益の増

大を達成する，という意味での利己心の重要性
を指摘し，その意味でアダム・スミスとは異なっ
た利己心の発揮のあり方を提唱するのである．
資本家は，労働者に働きやすい仕事場を提供し，
また労働者が個性＝自己能力を発揮できるよう
な環境を形成し，あるいは給与制度を改善する
など，労働者を取り巻く環境を整備し，それに
よって労働者の利己心を喚起することが重要で
ある．こうして労働者が利己心を発揮し，「労
働能率」の主体的要因が改善されるならば，高
賃金・高利潤が同時に達成され，労働者と資本
家との利害の調和が実現される．

3.　労働者の自立とアソシエーション論
　第 1編「生産」論における生産関係視点に立
脚した株式会社論＝経営組織改革論は，第 4編
と密接な関連を有する．労働者は，株式会社な
どの資本主義的企業において「まず雇用労働者
としてはじめ，ついで数年後には自分自身の計
算において仕事をするようになり，最後には他
人を雇用するようになるというのが，労働者た
ちの正常な状態となっている」（CW III 766 /  

訳④ 129）．それゆえ株式会社において資本家
自身の手によって労働疎外が改善されてゆくな
らば，労働者は「パンと水」の生活をして「資
本」を形成し，資本＝生産手段の所有者となっ
て自立してゆくことが可能となる（CW III 

777 / 訳④ 156）．
　株式会社などの資本主義的企業では，資本家
に対しては「労働と制欲にもとづく所有」原理
が適用されるが，労働者に対してはそれは適用
されない．要するに，資本＝生産手段を所有し
ない労働者階級は，資本家階級によって自らの
労働を疎外されている．労働疎外の問題は，最
終的には労働者同志のアソシエーションによっ
て解決される．労働者同志のアソシエーション
では，生産の 3要素（土地，資本，労働）を労
働者自身が所有するため．労働疎外は存在しな
い．
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　現状の資本主義的雇用制度は，「相対立する
利害感情を有する党派」（CW III 768 / 訳④ 133）
である労働者と資本家のあいだに従属関係を生
みだす．それに対し労働者同志のアソシエー
ションでは，「相対立する利害を有すると見ら
れる一人の雇主の便宜のため」にではなく，自
分たち自身や組織のために労働するので，「労
資間の恒常的不和の解消」（CW III 792 / 訳④
174）が実現される．アソシエーションにおい
ては，「病気に罹り，あるいは労働能力を失っ
た者に対して手当」が支給され，また「権力の
行使を利潤を獲得する機会としてはならないと
いう規則」が「厳重に守られている」（CW III 

784 / 訳④ 162―63）．
　労働者同志のアソシエーションの特徴は，
①経営に対する平等な参加，②「労働の尊厳
性の高揚」，③「労資間の恒常的不和の解消」，
④ 社会保障制度の完備，⑤ 権力行使の排除，
という点にある．こうした特徴をもつがゆえに，
労働者同志のアソシエーションは，労働者に大
いに「人間的価値と人間的尊厳の観念」を喚起
する31）．

これらの制度〔労働者同志のアソシエーショ
ン―引用者〕は，公民としての特殊な訓練を
与えるものであり，自由な民衆の政治教育の
実際的部分をなすものであって，人びとを個
人的および家族的利己主義の狭い枠から連れ
だして，かれらの共同の利益についての理解
と共同の仕事の運営とに慣れさせること―
すなわちかれらに，公共的ないしは半公共的
動機から行動し，お互いを孤立させるかわり
に結びつけるような目的によって，自己の行
動を導くような習慣をつけさせる．（Mill, 
1859, 305 / 訳 341―42）

　したがって労働者同志のアソシエーションで
は，労働者は，狭い自己中心的感情にもとづく
行為をやめて，お互いの共通の利害と「共同の

利益」を認識しあい，精神的・道徳的な人格的
紐帯を通じて団結することによって，利他的・
公共的動機にもとづいて行動することが可能と
なる32）．

公共精神（public spirit）あるいはおおらかな
感情，あるいは真の正義が要望されるかぎり，
これらの美しい資質を育成する学校となるの
は，利害の孤立ではなくして，利害の結合
（association of interests）である．（CW III 768 / 

 訳④ 133）

　それゆえミルは，労働者に「共同利益」，「利
害の結合」を自覚・認識させることで，「公共
精神」が育成され，利他的・公共的動機にもと
づく行動原理が社会全体に貫徹する，と主張し
た．

これらのアソシエーションは，たんなる個々
別々の構成員の私的利益のために設けられた
ものではなく，相互共同の大原則の推進のた
めに設けられたものである．（CW III 783 / 訳
④ 162）

共同の利益のために共同の仕事に従事するこ
とがなければ，隣人は味方でも仲間でもなく，
したがって敵に他ならないであろう．このよ
うな状態では，私的な道徳でさえも打撃を受
けるし，公的な道徳に至っては，実際上，消
滅してしまうであろう．（Mill, 1861, 80 / 訳
405）

肉体的能力と同様に精神的道徳的能力も，使
われることによってのみ向上する．（Mill, 
1859, 263 / 訳 282）

　「共同の仕事」は，労働者たちの同胞意識を
強め，精神的・道徳的な絆＝人間的紐帯を形成
し，道徳的能力を高め，「公共精神」を育成す
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ることを可能とする．それゆえミルは，労働者
同志のアソシエーションを，労働者階級の教育
の場としても位置づけていた．ミルによれば教
育とは，「学校教育」（CW II 280 / 訳② 166）の
みならず，「人生の事業」を通じての「実際教育」
をも意味する33）．ミルは，労働者階級は，アソ
シエーションにおいて，「知的訓練」を受け，「能
動的諸能力を強化」することが可能となると考
えた（Mill, 1859, 305 / 訳 341）．そしてその結果，
労働者たちは「進歩向上の目的」を達成し，「他
の人たちのために働きうる」利他心＝公共心を
養ってゆくのである．
　したがって労働者には，アソシエーションの
形成の機会を提供し，労働者に対しても「労働
と制欲にもとづく所有」原理を保証すべきであ
る．そして労働者同志のアソシーションが社会
的に普及・発展してゆくためには，まずもって
株式会社制度を中軸とした利己心の体系＝人間
的成長の体系を構築することが前提となる．そ
の意味でミルは，利己心の体系＝人間的成長の
体系は，株式会社制度の社会的普及・発展とそ
れに伴う経営組織改革を通じた労働疎外の改善
とによって実現できる，と考えた．
　総じていえばミルは，株式会社内の経営組織
改革→労働者の自由な利己心の発揮→労働者
の「労働能率」の主体的要因の改善→生活水
準向上→知的・道徳的水準の向上に伴う共感
能力の向上＝人間的成長 → 労働者のアソシ
エーションへの自立→「社会的共感」の質的向
上と量的拡大→アソシエーションの社会的普
及・発展→「社会の道徳革命」による理想的「停
止状態」への移行の実現，というプロセスで理
想的「停止状態」への移行の可能性を主張して
いる（CW III 755, 792―93 / 訳④ 107, 174―76）34）．

V　お わ り に

　先行研究との関連でいえば，前原正美（1998, 
97）は，ミル『原理』の目的は，公共心の体系
の構築にある，と主張した．それに対して本論

文では，ミル『原理』における株式会社論の重
要性に着目し，株式会社制度が中心的存在とな
る社会の構築こそ，ミルが目指した理想的私有
財産制度である，という点に考察の主眼を置い
た．いいかえれば，株式会社制度が社会的に普
及・発展し，かつまた株式会社内の経営組織改
革が実施されてゆけば，労働者階級が人間的成
長を通じて，自らの自由意志でアソシエーショ
ンを形成してゆくと考えたミルの視点に注目し
た．アソシエーションが支配的な社会となる公
共心の体系の構築のためには，何よりもまず株
式会社制度の社会的普及・発展と株式会社内の
経営組織改革が急務な課題となる．その意味で
ミルは，利己心の体系の構築こそを目標とした
のである．この点の主張が，前原（1998）の主
張と異なる本論文の重要な主要論点である．
　ミルは，『原理』第 1編「生産」論においては，
イギリスがディズマルな「停止状態」への到達
を阻止するための「生産上の改良」の重要な政
策として株式会社制度の社会的普及・発展の必
然性を主張した．ミルは『原理』第 1編「生産」
論において社会的生産力視点に立脚した株式会
社論を展開しているということができる．
　何よりもまず，ミルは，株式会社制度の社会
的普及・発展は，社会的生産力の向上を通じて
一国の資本蓄積を著しく進展せしめ，社会の最
下層に位置する労働者階級の生活水準を押しあ
げる，という社会的機能を果たすことができる，
と考えた．またミルは，株式会社制度の社会的
普及・発展は，イギリスの資本蓄積の余地を創
出して一国の利潤率を高めることに寄与し，
ディズマルな「停止状態」への到達を阻止する
という社会的機能を果たすことができる，と考
えたのであった．さらにいえば株式会社は，ア
ソシエーション形成のための制度的基盤とな
る，という社会的機能をも果たすのである．し
たがってミルの株式会社論は，社会的機能論の
内容を有している，ということができる．
　『原理』第 1編「生産」論におけるミルの主
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張は，イギリスの利潤率低下→ディズマルな
「停止状態」への到達→株式会社制度の社会的
普及・発展の必然性，というプロセスのなかで
の議論展開を通じて，かえって逆に理想的市民
社会を実現するためには，株式会社制度の社会
的普及・発展が急務な国家政策の重要な課題で
ある，ということを明らかにすることにあった．
その具体的な考察は，『原理』第 5編で展開さ
れることになる35）．
　またミルは，『原理』第 4編で理想的「停止
状態」の構築の最も重要な内容を，労働者階級
の生活水準の向上，という点に見定めているが，
具体的にはそれは株式会社制度の社会的普及・
発展によって実現可能となるのであった．この
ことをミルは，『原理』第 1編「生産」論の株
式会社論のなかで最初に提示したのであった．
それゆえ『原理』第 1編のディズマルな「停止
状態」論のミルの主張―株式会社制度の社会
的導入による労働者階級の生活の豊かさの実現
という主張―は，『原理』第 4編の理想的「停
止状態」論の議論展開につながる内容を有する
のである．
　労働者階級の人間的成長を可能とする経営組
織改革論の重要性は，従来の研究では考察され
てこなかった本論文独自の主張である．あわせ
て本論文では，自由競争制度の導入のためには，
有限責任制・広範囲にわたる株式の「結合」・
大規模生産制といった内容を有する株式会社制
度の社会的普及・発展が不可欠であることを明
らかにした．

前原直子：中央大学経済研究所

注

 1）　J. S.ミル『経済学原理』からの引用に関しては，
Mill, J. S., Principles of Political Economy, with 

some of their applications to social philosophy, 1848, 
in Collected Works of John Stuart Mill, Vol. II-III, 
edited by Routledge & K. Paul, 1965―74（末永茂喜

訳『経済学原理』岩波文庫，第 1―5分冊，1959―
63）からの引用ページを表示した．たとえば（CW 

II 217 / 訳② 51）は，左が Collected Works IIの
217ページ，右が岩波文庫の末永茂喜訳の第二
分冊 51頁からの引用を示す．なお必要に応じ
て改訳を施した．

 2）　本論文では，優れた知的・道徳的資質をもち
経営能力にも秀でた労働者を，労働エリートと
規定する．山下（1977）によれば，ミルのエリー
トとは，特定の権力をもつパワーエリートをさ
すのではなく，時代を担う「新しい知的エリー
ト」である．ミルは，「エグザミナー」紙に発
表した論文「時代の精神」（Sprit of the Age）に
おいて，1830年初期のイギリスを「新しい知的
エリートの権威確立に至る過渡的時代（an age 

of transition）」であると述べている（166, 268）．
私見では，『自由論』第 3章にも見られるように，
ミルのエリート論は新たな知的・道徳的エリー
トによる「社会変革」を期待する内容となって
いる．本論文における労働エリートとは，労働
者階級のなかで社会変革の推進役を果たす知的
にも道徳的にも経営能力にも優れた人物のこと
であり，社会変革のための社会的「共感を労働
者階級に与えてゆくのは，あくまでも労働エ
リートの社会的使命である」という前原（1998, 
95）の叙述に示された「労働エリート」の概念
を継承するものである．

 3）　A.マーシャル（Alfred Marshall, 1842―1924）は，
労働者の貧困問題という問題意識に立脚し，そ
の解決方法として労働者の「生活水準」（賃金）
と余暇時間の保障をあげる．「生活水準」の向
上→労働者の知的道徳的な能力の向上→収益
の向上→国民分配分の増大，という経路で産
業組織がうまく機能して貧困問題は解決でき
る，とマーシャルは考えた．マーシャルはミル
の経営組織論，人間的成長論など多くの経済理
論と思想を継承している．西岡・近藤（2002）
はマーシャルのヴィクトリア期の企業家像と人
間的成長論について考察する．

 4）　なおこの点については「J. S.ミルの株式会社
論と経営組織論」（第 72回全国大会），「J. S.ミ
ルの労働費用・利潤相反論と株式会社論―ミル
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『経済学原理』における編別構成との関連で」（第
73回全国大会）というテーマで学会報告の機会
を得た．

 5）　アダム・スミスの『国富論』研究に関しては，
高島善哉（1968; 1974），和田重司（1976; 1978）
を参照のこと．高島はスミス「自然的自由の体
制」を生産力の体系と把握する．また和田のス
ミス『国富論』研究では，スミス『国富論』は
一貫して資本蓄積論を根底とした社会科学体系
であり，編別構成も資本蓄積論を根底に置いて
考えるべきである，という明晰な指摘がなされ
ている．

 6）　杉原（1973）は「ミルには生産力概念はあっ
たが生産関係概念はなかった」という立場に立
ち，「分配関係が問題であるかぎり，それを規
定する法則としては，客観的な経済法則という
よりむしろ貢献と報酬とは比例すべしとする道
義的要請のような性格をもったものが重要視さ
れるのも当然であるし，分配の問題が生産の問
題と関係させて考えられる場合でも，それは生
産力との関係でつかまれるだけで，生産関係に
規定された生産力は問題とならず，したがって
生産と分配とは結局バラバラに考えられるにと
どまるのも当然であった」（179）と主張される．
杉原の見解とは異なり本論文では，ミルには生
産力視点および生産関係視点の双方にもとづく
考察があること，また『原理』第 1編生産論に
は第 2編分配論以降第 5編にまで連なる株式会
社論が理想的市民社会論との関連で展開されて
いることを主張する．また馬渡（1997）では『原
理』第 1編生産論の詳細な考察がなされており
大変参考になるが，株式会社論の重要性は指摘
されていない．

 7）　ミル功利主義論における幸福概念は，「行為
者個人の幸福ではなく，関係者全部の幸福なの
である」（Mill 1861, 218 / 訳 478）という点にお
かれている．ミル功利主義論は，ベンサム功利
主義論を発展的に継承するものであるが，この
点に関しては別稿で論じさせていただきたい．
ベンサム功利主義論とミル功利主義論の継承関
係に関しては，音無（2003; 2007）を参照．音
無（2007, 167）では，「ベンサムもまた，基本

的には市場メカニズムと資本の蓄積による富の
増大を中心に問題解決を考える」という視点か
ら功利主義の思想構造についての分析がなされ
ている．

 8）　Duncan （1973）は，ミル『代議制議論』によ
れば，人間の精神的成長が社会変革（social 

changes）の起因となるのであり，過渡期（transi-

tional periods）においては，知的な意見の衝突
の時期を経て，人びとの自主的な知的・道徳的
な成長を結束させることによって新しい秩序が
現出すること，ミルの政治学においては，「進
歩」，「理性」，「合意」，「知的リーダー」が主コ
ンセプトであることを指摘する（215―16）．さ
らにミルにとっては，すべての個人の道徳的成
長は，政治学と政治の制度において中心となる
関心事であり，また労働者階級の人間的成長は，
ミルの理想の最も重要な要素であった（232）．
ミルは，政治学・道徳・心理学と経済学との相
互作用を認識しており，経済学においては社会
哲学やその時代の最善の社会理念とむすびつけ
て分析し，政治経済学が果たすべき役割は，幸
福の最大化にあると考えた（239）．

 9）　リカードウは『経済学および課税の原理』
（1819）のなかで「停止状態」論を展開し，穀
物法の撤廃と自由貿易の実現によって資本蓄積
の順調な進展が実現可能となる，と主張する．

10）　ミル利潤率低下論と「停止状態」論の考察に
関しては前原（1998）および前原（2010）を参
照されたい．

11）　「J. S.ミルの社会変革論と共感論」については，
第 30回日本イギリス哲学会全国大会にて学会
発表の機会を得た．『原理』第 4編第 7章「労
働者階級の将来の見通し」においてミルはアソ
シエーション論を展開するが，この章は 3版
（1852刊），5版（1862刊），6版（1865刊）と
版を重ねるごとにアソシエーションに関する叙
述が増えた．ミルによれば，労働疎外の存在し
ないアソシエーションの社会的普及・発展のた
めには，労資双方の人間的成長と共感能力の向
上が不可欠である（前原，2007）．この点，ミ
ルの労働者の将来に関して Kurer（1992, 202）は，
ユートピア論との関連で考察しているが，共感
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能力の向上と社会変革との関連性という視点は
ない．本論文の独自性は，社会変革の実現可能
性を労資双方の人間的成長と共感能力の向上と
に関連づけて考察する点にある．

12）　『原理』第 4編第 4章「利潤率低下」論では，
利潤率低下→「停止状態」の到来に対する「反
作用的諸事情」（阻止要因）が分析され，①「商
業上の反動における資本の浪費」，②「生産上の
改良」，③「低廉な必需品の輸入」，④「資本の
輸出」の 4点が挙げられた（CW III 738 / 訳④
79―80）．このうち「資本の輸出」は，a.国内の
過剰資本を取り除くことで利潤率の低下を防
ぐ，b.資本が輸出される国の農業の発展と改善
によってイギリスにとっては「低廉な必需品の
輸入」を可能にする，という二つの作用を果た
す，とミルは考えた．ミルはこの 4点に，ディ
ズマルな「停止状態」を遠くへ押しやる具体的
方法を見いだした．

13）　ミル機械論は，「機械の発明は労働者にとっ
て究極的に利益を与える」という長期的な視点
からの積極論の立場をとる（CW II 98 / 訳①
196）．リカードウの機械論もミル同様の見解を
示す（Principles, Works, I 395 / 訳① 453）．なお
千賀（1989, 64―65）では，リカードウの『利潤論』
から『経済学および課税の原理』への利潤論の
発展について詳細な研究がなされている．また
Hollander（1985）では，ミルを統一的に解釈す
る試みとして，リカードウ―ミルの継承関係が
特に強調されている．

14）　ミルは，『原理』第 5編国家政策論に先立っ
て第 1編「生産」論において，「世襲財産の廃止」，
「所有権譲渡の費用の低廉化」などの土地移転
の自由化を促進するための法改正の必然性を主
張している（CW II, 183 / 訳① 344）．

15）　「生産能力の増大に対しもしも生産物に対す
る需要が着実に歩調を合わせているときには，
食糧は低廉とならず，労働者たちは一時的にす
ら利益をこうむらず，労働費用が減少すること
も，また利潤が上昇することもない」（CW III 

730 / 訳④ 61）から，労働人口が増え続ければ
労資協調路線の実現は長期に続かない．

16）　1850年代初め，フランスで設立されたイギリ

ス系の株式合資会社は約 20社であった．当時，
イギリス政府は，フランスでイギリス系の株式
合資会社が 4000ポンドもの費用を支払って設
立された事態に直面し，外国にイギリスの事業
が移転することを懸念し，その結果，商務院ブー
ヴェリーが有限責任法を強行可決させたので
あった．

17）　スミス株式会社論については鈴木（1974, 157, 
160）を参照．Petrella（1972, 139―40）は，ミル
は株式会社を一貫して批判的に捉えている，と
主張した．

18）　ミルによれば，ディズマルな「停止状態」へ
の突入を打破するためには，独占の弊害を排除
した自由競争社会が実現されることが急務であ
る．「数多くの小資本の集合による大資本の形
成」は，「産業の生産力」向上に寄与する（CW 

II 141 / 訳① 269）．「生産技術の進歩は，多種多
様な産業的事業がますます大きな資本によって
営まれることを要請している」．松井（2005, 
370―72）では，ミルは市場における「競争の利点」
を「新知識の発見」にあると主張する．また諸
泉（2000, 169）では，ミルが「人間の自主性と
創造性の向上＝社会の進歩という社会哲学にも
とづいて，市場経済の利益を高く評価した」と
主張される．

19）　ミルの利潤原因論については，杉原（1985, 
33）に学んだ．

20）　ミルの労働疎外論については，前原（1998, 
199―200）を参照．

21）　「所有権」の内容を ① 使用権，② 処分権，
③収益権，という 3つの権利で整理して考察し
た研究としては，吉田（1978）を参照．渡辺（1960, 
5）では，「土地用益権の土地所有権にたいする
優位原則」が主張されている．また近代的所有
権については，戒能（1979），川島（1987）も
参照．さらに前原（1998, 189）でも，ミルの土
地所有論との関連で「土地用益権＝使用権に基
礎づけ」た土地所有改革論が考察され，使用権
の所有権に対する優位性が主張されている．な
お近代法における所有権が，①使用権，②処
分権，③収益権の 3つの要素で構成されている
点については，民法 206条を参照のこと．
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22）　ミルは，労働者の賃金が低くても「労働能率」
が低ければ，資本家の「労働費用」は増大し，
それゆえ資本家の利潤率が高まらない，として
アイルランドの例をあげる（CW II 413 / 訳②
415）．

23）　ミルとマルクスの関係については，Duncan

（1973），Smart（1991） を 参 照．Smart（1991）
では，ミルとマルクスの人間本性論の比較，自
由論に関する比較が展開されている．

24）　たとえばMarx（1872, 453 / 訳 557）では，「株
式会社では機能は資本から分離されているた
め，労働も生産手段と剰余労働との所有から全
く分離されている」と主張し，株式会社が資本
主義的企業の発展・成長の限界の末に「資本主
義的生産様式の止揚」がはじまり，つまりは激
しい自由競争の末に資本家による資本家への収
奪がはじまり，それによって資本主義的大企業
の矛盾点が眼に見えて明らかとなり，かわって
アソシエーションという新たな経営形態の生産
様式が台頭してくる，と考えたのではないか，
と予想される．

25）　ミルの経営論に関して村田（2010）は，バベッ
ジの経営改革との関連で人間性の向上に注目し
て考察している．しかし人間性の向上が生産性
の向上にどのように結実するのかについて経済
理論的プロセスの分析が希薄である．

26）　高橋（2006）は，株式会社の起源を「資本に
信用の基礎をおく会社」と捉え，一方合名会社，
合資会社は「人に信用の基礎をおく “人的会社”」
であることを指摘し，社会的存在としての企業
の使命について考察している．

27）　安部（1997, 84―92）は，イギリス企業の発展
の阻害要因として，実務能力のないアマチュア
のジェントルマンが意思決定の要職を占め，実
務能力のある人物が取締役会のメンバーになれ
ないというジェントルマン支配的企業組織の問
題を指摘する．

28）　経営に成功した新興富裕層が，二代目，三代
目に会社（多くは partnership）を譲る場合，放
漫経営に陥るか，あるいは「無機能資本家」と
なって経営を支配人に任せきりにして監督を怠
る傾向があった．こうした背景からミルは，現

場の経営にあたる支配人に企業家精神を求め
た．シュンペーターの企業家という概念はすで
にミルの経営組織論にあったことがわかる．

29）　「共同行動」によって労働者は，資本家に対
して「自分たち自身の集団のための高い賃金お
よび短時間の労働」（CW III 933 / 訳⑤ 277―78）
を認めさせることが可能となる，と指摘する．

30）　ミルは，「教育がよって立つべき不可欠な基
礎工事」として「民衆の知的訓練」（CW II 

375 / ② 345）の重要性を主張するが，その目的
は，実際的な判断力の向上にあった．

31）　労働者同志のアソシエーションは，「人間的
価値と人間的尊厳の観念」を尊重し，「労働者
階級における新しい安定感および独立性」（CW 

III 792 / 訳④ 174）をもたらす生産＝労働体制で
ある，とミルは指摘する．

32）　ミルは，「共同の利害を討議し処理すること
は，あの自由なる国々の公衆の特質的性格とい
つも見られてきた公共心と公共的事項に関する
知性との，偉大なる学校であり，大きな源泉と
なる」（CW III 944 / 訳⑤ 301）という叙述を通
じて，「共同の利益」を認識し行動することの
重要性を主張している．

33）　ミルは，アソシエーションが利潤を積み立て
学校を創設し，子女の教育も行った実例を述べ
ている．ミルは「学校教育」のみならず，「実
際教育」としての機能を果たす「実際的知性の
学校」（CW III 792 / 訳④ 174）としてアソシエー
ションの存在意義を高く評価した．

34）　武田は，ミルにおいて「株式会社はこの会社
形態の内部に，労働者の自立を促す労資のパー
トナーシップを生み出され，雇用関係の廃棄が
準備される舞台として位置づけられて」いる，
と指摘し（1996, 124―26），社会主義社会に対す
るミルの社会的展望を指摘する．武田において
はミルのアソシエーション論と株式会社論の意
義を労資のアソシエーションに限定する解釈が
示されている．しかし本研究とは異なり「停止
状態」の位置づけや労働者同志のアソシエー
ションへの移行プロセスが，経済理論的に説明
されていない．また株式会社制度を労働者階級
にとって有意義な制度として位置づける，とい
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う視点もない．
35）　「会社設立の自由」に関する国家政策に関し
ては，前原（1998, 165―71）を参照のこと．前
原によれば，ミル『原理』の目的は，社会秩序
の回復に伴う公共心の体系の構築にあった．具
体的にはそれは，労働者同志のアソシエーショ
ンの社会的発展・普及によって実現可能となる
が，その実現可能性は，株式会社の社会的発展・
普及に依存していた．ミルの考えでは，「会社
設立の自由」の実現は，資本家のみならず労働
者にとっても極めて重要な問題であった．本論
文では，こうした先行研究を参考とした．
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This paper aims to analyze John Stuart Mill’s 
theory of joint-stock companies on the basis of 
Mill’s theory of an ideal civil society.
　 Mill recognized that the Industrial Revolu-
tion sparked social and economic problems. Un-
skilled labourers lapsed into moral decadence, 
which lowered productivity and decreased profit 
rates; thus this would then result in a dismal sta-
tionary state without any reform in the distribu-
tion of wealth. However, Mill asserted that so-
cial reforms would realize the ideal condition of 
a civil society even in the stationary state. To re-
solve these problems, Mill’s theory of joint-stock 
companies is significant from two perspectives.
　 First, from the perspective of productivity, 
large-scale production is greatly promoted by 
the accumulation of large capital through the 
formation of joint-stock companies. Further-
more, co-operation among various people and 
combination of the labour force would lead to 
superior productivity.
　 Second, from the perspective of property, 

Mill insisted on fair and just distribution of 
wealth and the necessity of managerial reforms. 
Reforms aimed at solving the unequal distribu-
tion of wealth could raise the living standards 
and the moral and intellectual standards of la-
bourers.
　 The moral qualities of this new kind of la-
bourers, which could increase the rate of produc-
tivity, are as important to the overall efficiency 
of their labour, as their intellectual qualities. On 
the basis of the law of the inverse relationship 
between cost of labour and profits, Mill asserted 
that superior productivity would reduce the total 
cost of labour and increase the real wages of la-
bourers and profits of capital. It was for this rea-
son that Mill emphasized the importance of hu-
man development in terms of both labour and 
capital and the significance of joint-stock com-
panies wherein labourers acquire skills and de-
velop their abilities and individual specialties.
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